
「一貫連携教育の研究」・「教育力向上研究」
一貫連携教育研究所での活動報告（2014 年度）

一貫連携教育研究所所員 表 弘之

1．はじめに

私は、1996年に追手門学院中・高等学校に採用され、以来 18年間、現場での教育実践に当たっ

てきた。今年度（2014年度）新たに組織編制された「一貫連携教育研究所」への出向となった。

この研究所での私の研究テーマは、「一貫連携教育の研究」、「教育力の向上の研究」である。この

研究テーマでの私の 1年間の活動についてまとめたい。

2．研究テーマについて

一貫連携教育の研究、教育力向上の研究について、どういう視点があるのかをまとめたものが、

下記の表（10月 17日の中間発表時のもの）である。まず、「1 一貫連携教育研究」「2 教育力向
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上研究」として、全体図を示したのが、「研究テーマ 全体図」である。

「1 一貫連携教育研究」をさらに具体的な視点と活動に落としたのが「●1−1 一貫連携教育」、

同様に「2 教育力向上研究」を具体的な視点と活動におとしたものが「●2−1 教育力向上研究」

「●2−2 教育力向上研究」である。研究以外に、大手前中・高等学校の AP 生の引率・指導や自校

教育テキスト「ブックレット 追手門学院中・高等学校編」の作成など実務的な仕事もあり、それ

らを「●3−1 その他の活動」とした。
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ただ、実務的な仕事をしたうえで、すべてについて研究することは難しいため、佐々木実一貫連

携教育研究所所長（当時）と相談の上、研究テーマを「1 一貫連携教育研究」については、（1）

他私学の研究（2）追手門の研究に、「2 教育力向上研究」については、（2）評価・研修制度 実

効性向上の研究（6）進路指導力向上の研究に絞った。

3．一貫連携教育について

こども園・幼稚園から大学・大学院まで擁する総合学園である以上、一貫教育を行うことは至極
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当然のように思われる。また、裏を返せば、総合学園でなければ、一貫教育を行うことはできな

い。しかし、私は今年玉川学園を訪問するまでは、そういった発想を持ち合わせていなかった。玉

川学園を訪問したおり、酒井健司中学部長・教育部長から玉川学園が小中高の 12年間について、

「4・4・4」制を導入した教育目的と経緯を伺ってはじめて、一貫教育の意義、魅力、そして、総合

学園の力について知った次第である。

追手門学院の各『年志』やその他資料を調べると、本学院でも、一貫教育の流れを作ろうとする

動きは、中学部設立時からあり、その後何度も試みられていることが分かる。

古くは、昭和 33年（1958年）発行の追手門学院『70年志』に、すでに「一貫教育」の文字が見

られる。教育内容としては、「教育の基本的方針は同一学園の綜合的一貫教育の趣旨に従って、戦

後教育の一般的理念を学院の伝統や特性に即せしめていく」（p 289）とある。

しかし、『80年志』では、学院教育の一本化について「なかでも本校は小・中・高の一貫教育を

本旨とする綜合学園でありながら、最近では比較的優秀な多くの生徒が途中で他に移転し、ために

一貫教育の実があがらないばかりか、かえって質の低下をきたし、ひいては大学進学の成果にも大

きな影響を与え、学院教育の理想にも支障をきたしつつある」（p 208）と述べられている。

本格的に一貫教育を目指されたのは、天野利武先生であった。「私学の特色をいかに発揮するか、

総合学園としての本学院の一貫教育の実はどうすればあがるのか」と考えられた末、追手門学院創

立 80周年記念事業の一つとして、教育研究所を構想され、1969年（昭和 44年）から教育研究所

は活動を始めている。

当初は、運営協議会が 4部会（教育研究・教育相談・教職員研修・公開講座）の運営を司り、各

部会には、大学の学部・各学校園から、それぞれ 2名ずつの委員を選出し、一部会 12名、計 48名

の委員が活動を支えるという非常に大規模なものであった。

また、「教育研究所報 第 30号」（1993年 5月 12日発行）には、設置から発行当時にいたるま

での活動が概要としてまとめられているが、発行時においても、非常に活発に活動されていること

が分かる。

しかし、残念ながら、一貫教育については現在も十分に行われているとはいい難い状況にある。

天野利武先生の作られた教育研究所は、2014年度一貫連携教育研究所として、新たなスタートを

切った。一貫連携については、一語のように捉えられがちであるが、「一貫教育」と「連携教育」

とはまったくの別物である。連携教育は、地域や他の学校法人などとの連携が考えられ、魅力的な

部分もあるが、まずは、総合学園の強みを活かすべく、本筋の「一貫教育」を打ち立てるべきであ

ると考える。

4．一貫教育「教育の流れ」をつくるために

一貫教育の実現を考えるとき、行うべき教育とその教育を受ける人という「教育の流れ」と「人
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の流れ」の二つのものがなくてはならない。その順序としては、まずは、行うべき「教育の流れ」

を作り、その教育を受ける「人の流れ」を作る必要がある。この章では、「教育の流れ」について

考えてみたい。

昭和 25年 4月 10日に行われた高等学校の開校式で吉田千代喜先生は、「私は今日から諸君を紳

士として待遇したい」と宣言された。また、新生追手門の礎を築いた八束周吉先生も「教育とは教

育しないこと」との名言を残されている。

しかし、吉田千代喜先生の言葉は、小樽商科大学の前身である小樽高等商業学校の初代校長渡邊

龍聖によっても用いられている。また、八束周吉先生の言葉も、1900年に発表されたエレン・ケ

イの『児童の世紀』の一節「教育の最大の秘訣は、教育しないことにある」と酷似している。『［現

代］教育学事典』（青木一他編 1988年発行 労働旬報社）によると、エレン・ケイの「『児童の

世紀』は 1906年に日本に紹介され、大正自由教育運動期には基本文献の 1つとなった」（p 250）

とある。

また、両中・高等学校『60年志』では、八束周吉先生が『はくる』に寄稿された「ペスタロッ

チーに還れ」を引用した上で、「八束周吉が、毎号のように執筆した『はくる』では、常に、内面

に問いかけるペスタロッチーの教育精神が、底流に見られるのである。」（p 75）と八束先生とペス

タロッチの教育思想の繋がりを指摘している。

児童中心主義の源流は、ルソーの『エミール』（1762 年）に求められるようだが、山崎高哉

「『エミール』に見る児童中心主義」（日本大百科全書 小学館 2001年）によると、ルソーの『エ

ミール』に見られる教育思想は、「その後ペスタロッチやフレーベルらによって、継承・深化され、

20世紀初頭エレン・ケイによって現代に復活させられた。彼女の著作『児童の世紀』（1900年）は

ドイツで大反響をよび、当時勃興しつつあった芸術教育運動と相呼応して、「児童から」Vom Kinde

aus（ドイツ語）を標語に掲げた新教育運動を生んだ」とある。これらを考え合わせれば、八束周

吉先生の言葉は、背景にエレン・ケイを踏まえたものと考えるのが自然であろう。

もちろん問題は、誰が一番にこの考えを述べたかにあるのではなく、日本や世界の大きな教育の

流れの中で、吉田先生や八束先生の教育思想を位置づけて考えることにある。さらに、それは、わ

れわれ教職員が「よりよい教育実践」を行ううえでの教育的伝統の厚みと理論的背景を得ることに

繋がる。

その点で、将軍山会館にある「天野利武先生の人脈図」には、W・ウントなどの人名とともに、

源流となる学派や学問的背景となる学派も丁寧に挙げられている。具体的には、構成主義心理学、

機能主義心理学、実験心理学、ゲシュタルト心理学などであるが、今後の「総合学園・追手門学院

の一貫教育」を考えるとき、他の先輩諸氏についても、このような学問・教育思想や背景を踏まえ

るべきである。

成蹊学園は中村春二が創設した学校法人であるが、その敷地の一画に成蹊学園資料館がある。そ

こでも、やはり、中村春二の生涯や学園の貴重な資料の紹介だけでなく、中村春二の教育思想が、
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1921年（大正 10年）に行われた「八大教育主張」とともに紹介されていた。

人間は、誰しも時間的にも空間的にも切り離されて存在するわけではない。大きな時代の流れ、

教育の流れの中で、共通性や独自性を模索しているのであり、後から教育に参加する若い世代は、

これらの流れを学び、意識した上で、新しい時代に対応する新しい教育、教育実践を行うことが、

生徒に「よりよい教育を提供すること」に繋がる。

以上の考えを踏まえたとき、下図は大きな意味を持つ。これは、前所長の佐々木実先生から今後

の「総合学園・追手門学院」の一貫教育を考えるときに、こういう枠組みが必要ではないかと示さ

れたものである。

上記図中には、本学院と交流のある玉川学園の名がある。玉川学園は、今後「総合学園・追手門

学院」の一貫教育を作るうえで、大いに参考にすべきモデルとなる。本学院との共通点としては、

長い歴史を有していること、発祥が小学校から始まったこと、大学学部数や学生数などの規模（6

学部 7600人）が挙げられる。相違点として、玉川学園の創設者小原國芳が教育実践の中で小学校

から大学まで擁する玉川学園に発展させたこと、創設者の子や孫などその流れが今でもあること、

ワンキャンパスであること、大学に理系学部（工学部）があることなどが挙げられる。

しかし、最も大切な違いは、小原國芳が掲げた理想の教育「全人教育」をより具体化した教育信

条「K−12」が、幼稚園から大学・大学院まで一貫していることである。

これらのことは、今年度玉川学園・成城学園・成蹊学園を訪問するにあたり、学んだことであ

る。なお、この活動報告書の後に「玉川学園・成城学園・成蹊学園訪問 報告書」を添えている。
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幸い玉川学園とは、現在教職員交流が続いている。この交流をしっかり生かし、「総合学園・追

手門学院」の一貫教育を作る必要がある。なお、玉川学園と成城学園の視察は、1977年、1978年

の二度にわたって行われており、その際の活動が「玉川学園・成城学園見学報告集」「玉川学園・

成城学園見学報告集（Ⅱ）」として、旧教育研究所に残されていた。そこには、私が就職した 1996

年当時も在籍されていた石川陽運先生や公文弘先生などの報告書があったが、このような取り組み

が行われていたことを、今回一貫連携教育研究所に出向するまでまったく私は知らなかった。

今後の「総合学園・追手門学院」の一貫教育、すなわち学院教育理念「独立自彊・社会有為」な

「人財」育成のための「教育の流れ」を作るには、このような背景まで踏まえた分厚い教育思想の

研究が不可欠であると考える。

余談になるが、このような一貫教育を打ち出すことができれば、私学の宿命、生徒募集活動にお

いても強力な訴求ポイントを作ることができる。なぜなら、こども園・幼稚園から大学・大学院ま

でを擁する総合学園は、けっして多くはない。また、「伝統」という長い歳月も、他にはまねるこ

とができない訴求ポイントになると考えるからである。

企業は、経営戦略のひとつとして成功事例の「同質化戦略」を行う一方、他からの参入を防ぐた

めの「参入障壁」を築くという。（守屋淳『最高の戦略教科書 孫子』日本経済新聞出版社）

教育現場においても、同じことは考えられる。実際、私もいくつかの学校を視察した。すぐにで

も導入できる取り組みを求めてのことである。しかし、企業と学校は、根本的な点で違う。企業で

は「機械が物をつくる」が、学校は「人が人をつくる」のである。うわべだけの同質化戦略による

教育活動では、よりよい教育はできない。私が雲雀丘学園を訪問した折にも、中尾直史校長（当

時）から開口一番、そのことを指摘されたのが強烈に印象に残っている。八束周吉の「中正の道」

同様、伝統、それも教育思想・信条に裏打ちされ、いまなお息づいている伝統を踏まえ、今の時

代、次の時代を見据えた教育活動こそが、よりよい教育の提供に繋がると確信した。

5．一貫教育「人の流れ」をつくるために

教育という観点で見れば、「人の流れ」は、教育を受けるべき園児・児童・生徒・学生である。

「中期経営戦略」でも、送出率・受入率が、具体的な数値で挙げられている。しかし、現場教職員

の意識は、十分に育っているとは言いがたい。現場の教職員意識を変え、協同の精神で「総合学園

・追手門学院」の一貫教育に責任を持ってあたる必要がある。そのためには、「教育の流れ」を具

体的な教育活動に落とし込んだ上に、さらに、教員の人事交流も必要だと考えうる。これも「玉川

学園・成城学園・成蹊学園訪問 報告書」に書いたが、玉川学園 酒井健司中学部長のお話が印象

に残っている。教員が、小学校・中学校・高等学校の垣根を越えて、一緒に仕事をすることの大切

さ、そして、それが何より児童・生徒にとってよりよい教育の提供に繋がるとのお話は、今後の

「総合学園・追手門学院」を考えるうえで、大きなヒントになった。
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ただ、各学校園ともに、それぞれの現場で、日々教育活動を行っている。また、それらの活動

は、これまでの歴史を背負った取り組みである。性急に事を進めれば、支障をきたしたり、感情的

なトラブルになる心配がある。まして、1947年の中学部設立から長い年月、さまざまな取り組み

を経ても出来ていない一貫教育である。ここは、学院の創立周年（130周年 140周年 150周年）

を意識したゆるやかな長期的な計画と、それを確実に進めるための中期計画、さらに具体化した年

次計画であるべき姿の学院にむけて政策を組んでいかないと実現は難しい。現在の追手門学院小学

校の校舎は、周年事業を意識しながら、25年間をかけて造られたと東田充司校長から伺った。自

分たちの行いたい教育、そして、それを実現する学校設備を、長期的な展望を持って、そのつど修

正しながら、全教職員参加の下、話し合いながら着実に造られたのは見習わなくてはならない。

また、教職協同の観点も必要であろう。教員は、教育には強いが、財政には弱く、職員は、その

逆である。「よりよい教育を提供する」観点から、お互いの強みを生かし、弱点を補完しあうため

に、教職協同は必要だ。

追手門学院は、「ワンキャンパス」ではなく、創設者一族の流れもない学校である。そういう点

で、可能性は広く、多くの人が教育・経営に参加しやすいが、反面、系統性や継続性に弱く、総合

学園としての意識・取り組みは希薄なものになりがちである。「一人ひとりが教育思想に基づいた

教育実践を行い、あわせて経営としての視点を持つ」教職員を育てる意識とシステム、特に、「教

育の流れ」「人の流れ」を作るための教職員研修制度は、不可欠であると考えるに至った。

いずれにしても、追手門学院が「学校法人」である以上、根本である「教育力」を中心に据え、

園児・児童・生徒・学生をしっかり伸ばすという「教育の原点」において、教職員がまとまり、総

合学園の経営資源（ヒト・カネ・モノ・情報）を、一貫教育を中心に活用することが、今後の学院

の発展に繋がると確信している。

6．一貫教育「研究と実践の融合を目指す」

2014年度は、佐々木実前所長の新体制の下、新たに希望する所員を募集し、2015年度にむけて

の準備会合を重ねてきた。来年度は、成城学園教育研究所の活動を参考に、所員は 2単位の持ち時

間減を行ったうえで、火曜日の午後に所員会議を行う予定である。研究内容としては、「追手門ビ

ジョン 120」の 6本柱のうち、「心の教育」や「国際教育」、そして「志の教育」「自校教育」につ

ながるような「キャリア教育」を研究しようということになっている。また、それらを夏期合同研

修で発表するとともに、小学校の東田充司先生に「追手門学院の源流」に関するご講演をお願いし

ている。

ただ、近い将来には、これらの研究成果をどのように教育実践に活かすか、「研究と実践」を強

く結びつける、あるいは弁証法的に発展させる活動とシステムの開発が必要だ。実践に活きない研

究ほどむなしいものはない。研究にかかったコストは、必ず実践に生かさなくてはならない。
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苅谷剛彦は「私が徹底して実証研究にこだわる理由」（小森陽一監修『研究する意味』所収）の

なかで、アメリカ留学中の「研究費用」と「データに基づいた実証研究」の大切さについて、次の

ように述べている。

自分が研究者になれたことのコストは、他のことにも転嫁できた資源です。アメリカの犯罪

をなくすキャンペーンに使ってもいいし、恵まれない子どもに食費としてあげてもよかったの

に、私に研究しろとお金をくれた。他に転嫁できたコストだと思ったときに、研究をとおして

コストに見合う成果を出したいという意識がすごく強くなりました。（p 185）

経済では、観念論や精神論で語っても仕方がないという大前提がありますから、金子勝さん

が発言すれば、それに対して竹中平蔵さんが答えなければいけない義務が生じます。ところ

が、教育では、精神論や理想論だけで議論が回ってしまう。いくらデータを突きつけても、

「苅谷が言っているのはただのペーパーテストの学力だ。違う学力がちゃんと育っている。し

かもそれは目に見えない」と言われたら、もう議論になりません。（p 191）

一貫連携教育研究所の今後の研究においても、研究活動にかかったコスト以上の実績を作り出

し、それを教育実践に活かす、教育活動に成果として結実させる必要がある。

7．教育力向上

「一貫教育の研究」と並ぶ「教育力向上の研究」の成果としては、下記の表を作成することに留

まった。これは、佐々木実常務が中高等学校教頭時代に作られていたシラバスを基に、私自身の経

験・考えを加えて作成したものの一部である。（実際の表は、高校 1年生 4月から高校 3年生 3月

までを作成しているが、誌面の都合上、一部を掲載する。）

ポイントとしては、

①生徒を中心に考え、一人の人間としての総合的な成長を重視したこと

②その基盤として生活（家庭生活・学校生活の両方）を置き、学習・進路を「習慣化する力」の

中で獲得させようとしたこと

③客観的な数値に基づく分析ができるように、PDCA のサイクルを組み込んだこと

④生徒自身が自立できるように、生徒自身による振り返りも取り入れたこと

⑤総合的な成長のために、クラブ活動や保護者との連携なども加えたこと

などが挙げられる。

当然、多くの生徒にとって最終的な進路となる大学進学、進路実現も視野に入れた。高い「志」

を抱かせ、「第一志望の進路実現」を生徒ともに目指す学校でありたい。

表 弘之：「一貫連携教育の研究」・「教育力向上研究」
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